
１．研究の目的

表１は、株式会社三菱総合研究所が平成１５年に行っ
た「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実
態に関する調査研究」のなかで、「業務遂行に関する
悩み」（介護支援専門員が回答者）についての調査結
果１）をもとに作成したものである。
この表によれば介護支援専門員の業務遂行上の悩み
として「ケアマネ（ケアマネジャーもしくは介護支援
専門員）の業務範囲が明確でない」が二番目に多い割
合で、回答者のうち３１．７％がその悩みを抱えているこ
とがわかる。また、これと関連した質的なデータとし
ては、兵庫県介護支援専門員協会が２００２年に行った
『介護支援専門員の実態と実践に関する調査報告書』
があり、「ケアマネジメント実践に対するあなたのご

意見、感想を自由にご記入してください２）」という質
問に対して、介護支援専門員はどこまでのケアマネジ
メントをすべきなのかわからない３）、「ケアマネジメ
ントは介護サービスの調整のみならず、利用者のプラ
イベート部分に関わらざるを得ない場合が多く、『ど
こまで関わるのか…』を明確にすることが難しい…
（以下省略）４）」と回答しているものがいる。これら
の結果から介護支援専門員の業務範囲の明確化作業が
必要であると考えられ、そのことによって介護支援専
門員の悩みを軽減することができると思われる。これ
が本研究を行う意義であり、筆者の研究の動機となっ
ている。本稿の目的は、介護支援専門員の業務範囲の
明確化について一つの考察を加えることである。
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２．研究の方法

本稿では、先行研究によってすでに明らかにされて
いるケアマネジメント機能の内容を分析の枠組みとし
て使用し、介護支援専門員の業務範囲の明確化を試み
る。その枠組みによって分析される対象は、「厚生省
令第３８号指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に
関する基準５）」のなかで、具体的に「介護支援サービ
ス（介護保険制度におけるケアマネジメント）６）」の
内容について規定している「第１３条（指定居宅介護支
援の具体的取扱方針）」における介護支援専門員の業
務内容である。よって、本稿における介護支援専門員
の業務の明確化作業は、既存のケアマネジメント機能
についての分類に則した、そして、法令に準拠したも
のという限定付きとなる。
１）分析における理論的枠組み

白澤は、ロス（H. Ross）の『Proceedings of the

Conference on the Evaluation of Case Management

Programs』（１９８０）を修正して、ケアマネジメントを
機能別に分類した表７）を作成している。表２がそれで
ある。
そして白澤は、表２の「最小限モデル」「コーディ

ネイション・モデル」「包括的モデル」と全米ソー
シャルワーカー協会によるソーシャルワーク実践の内
容の分類との対応関係を提示している８）。表３は、そ
れをもとに作成したものである。白澤に従えば「最小
限モデル」は、ソーシャルワーク実践の内容の分類番
号④のみの機能、「コーディネイション・モデル」
は、「最小限モデル」にソーシャルワーク実践の内容
の分類番号②③を加えた機能、「包括的モデル」は、
「コーディネイション・モデル」にソーシャルワーク
実践の内容の分類番号①を加えた機能となる。そし
て、ソーシャルワーク実践の内容の分類の①と③は利
用者を取り巻く社会環境の変化（「社会の変化」）、②
は利用者自身の変化（「個人の変化」）、④は個人と社
会環境の関係の変化（「関係の変化」）を意味すること
となる。
以上のことから、「最小限モデル」は「関係の変
化」を、「コーディネイション・モデル」および「包
括的モデル」は、「個人の変化」「社会の変化」「関係
の変化」を機能としている１０）こととなる。
本稿では、上記の対応関係に従い、ケアマネジメン
トの機能の分類、つまり、「関係の変化」と「個人の
変化」「社会の変化」「関係の変化」（これに対応した
ケアマネジメントの機能別のモデルは、「最小限モデ
ル」と「包括的モデル」「コーディネイション・モデ
ル」）の二つに分類したものを分析の理論的枠組みと

表１ 介護支援専門員の業務遂行上の悩み（複数回答）

業務遂行上の悩み
合計
（人）

割合
（％）

困難ケースの対応に手間が取られる ８５７ ４４．５

ケアマネの業務範囲が明確でない ６１０ ３１．７

業務の責任が重く、抱え込んでしまう ５１２ ２６．６

担当利用者数が多い ４４７ ２３．２

ケアマネ本来の業務ができていない ４３９ ２２．８

利用者本位のサービスがつらぬけない ３３４ １７．３

事業所で困難ケースへの話し合う時
間、機会が少ない

３１０ １６．１

他のケアマネの担当利用者の情報共有
が不十分

２７１ １４．１

事業所内のミーティングの時間がとり
にくい

２６１ １３．５

担当する利用者の地域範囲が広い ２２５ １１．７

その他 ９３ ４．８

無回答 １６９ ８．８

全体 １，９２７ １００．０

『「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態
に関する調査」報告書』１）より作成

表２ ケアマネジメント・プログラムの３つのモデル

最小限モデル
コーディネイショ
ン・モデル

包括的モデル

�アウトリーチ
�クライエント・
アセスメント

�ケアプラン
�サービス提供者
への送致

�アウトリーチ
�クライエント・
アセスメント

�ケアプラン
�サービス提供者
への送致

�クライエントの
ためのアドボカ
シー

�直接ケースワー
ク

�自然支援システ
ムの開発

�再アセスメント

�アウトリーチ
�クライエント・
アセスメント

�ケアプラン
�サービス提供者
への送致

�クライエントの
ためのアドボカ
シー

�直接ケースワー
ク

�自然支援システ
ムの開発

�再アセスメント
�資源開発のため
のアドボカシー

�サービス品質の
監視

�市民教育
�危機介入

白澤：「ケアマネジメントの概要」７）より引用
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して使用する。
２）対象

本稿では、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第
４７条第１項第１号および第８１条第１項ならびに第８１条
第２項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業等の事
業の人員及び運営に関して定められた基準である「厚
生省令第３８号指定居宅介護支援等の事業の人員及び運
営に関する基準」のなかで、具体的に介護支援サービ
ス（ケアマネジメント）の内容について規定している
「第１３条（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）」に
おける介護支援専門員の業務内容を対象とする。
３）方法

本稿では、法令におけるケアマネジメントの機能を
明らかにするために、まず、上記の基準の第１３条の第
１項から第２１項に記述されているケアマネジメントの
業務内容についての文言を分類、整理し、捉えやすく
する。その方法としては、KJ法における「グループ
編成１１）」の手法を活用する。これは文言同士のあいだ
で、内容が近いものを集め、小グループをまず編成
し、そして、同じ手続きで小グループを集めて中グ
ループを編成、同様に中グループを集めて大グループ
を編成する手法である。そして、いくつかの大グルー
プとしてまとまったところで、「天下り式コーディン
グ１２）」により分析を行う。天下り式コーディングと
は、「あらかじめ用意されているリストの中のコード
を対象にあてはめていく１２）」コーディングの方法であ
り、任意のある一定の規則に従っていろいろな対象に
記号などをつける作業によって行われる１２）。本稿にお
いては、上記の「関係の変化」（モデル名は「最小限
モデル」）および「個人の変化」「社会の変化」「関係
の変化」（モデル名は「コーディネイション・モデ
ル」「包括的モデル」）をあらかじめ用意するコードと

し、そのコードを「グループ編成」によってまとまっ
たケアマネジメントの業務内容についてのいくつかの
大グループにあてはめていく。

３．結 果

表４は、「厚生省令第３８号指定居宅介護支援等の事
業の人員及び運営に関する基準」の「第１３条（指定居
宅介護支援の具体的取扱方針）」の第１項から第２１項
について KJ法を活用し、「一行見出し１１）」とその通
し番号をつけたものである。
図１は、アイディアツリー１３）を使用し、表４のそれ
ぞれの「一行見出し」についての「グループ編成」
を、「ツリー構造１４）」としてあらわしたものである。
図１に向かって一番右側に並ぶ数字が「一行見出し」
の通し番号である。そして、その右側から左側になる
にしたがってグループの規模が大きくなるようにし
た。その結果としてまとまったグループの名称が、
「利用者・家族への指定居宅介護支援の説明」、「利用
者・家族への指定居宅サービス事業者等の情報提
供」、「利用者のアセスメント」、「居宅サービス計画
（原案を含む）の作成、留意点、交付、変更」、「利用
者・家族、指定居宅サービス事業者等へのモニタリン
グ」、「指定居宅サービス事業者等との連絡調整」、「利
用者の介護保険施設への紹介」である。これらのグ
ループから利用者とサービスを提供する社会資源を結
びつけること、そして、それが指定居宅介護支援の役
割であることの説明を利用者・家族へすることが指定
居宅介護支援の主な機能であることがわかる。つま
り、上記のモデルでいうと「関係の変化」を機能とす
る「最小限モデル」があてはまる１５）。
本稿の分析から法令上における介護支援専門員の業
務内容としてのケアマネジメントについては、「関係
の変化」を機能とする「最小限モデル」のケアマネジ
メントを行う義務があり、「個人の変化」「社会の変
化」についてのケアマネジメントを行う義務はないこ
とがわかった。

４．考 察

以上から法令上におけるわが国のケアマネジメント
の捉え方は、「関係の変化」を機能とする「最小限モ
デル」であることがわかった。それでは、わが国にお
ける福祉従事者関連の教科書のなかでは、それをどの
ように捉えているのであろうか。そのことについて最
後にふれることにする。それらのなかには、ケアマネ
ジメントの機能を前述のように捉えていると思われる
ものはある１６）。しかし、そのように捉えていない書

表３ ケアマネジメント機能とソーシャルワーク実践の

対応関係図

白澤政和によるケ
アマネジメントの
機能別の分類８）

全米ソーシャルワーカー協会によ
るソーシャルワーク実践の内容の
分類９）

包括的モデル ①社会政策を発展させ改善する

コーディネイ
ション・モデル

②人々の問題解決能力、対処能
力、発達能力を強化する

③制度の効果的かつ人道的な運営
を促進する

最小限モデル
④人々と資源、サービスおよび機
会を提供する制度を結びつける

介護支援専門員の業務範囲についての一考察
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表４ 「指定居宅介護支援の具体的取扱方針」の「一行見出し」

第１３条の項 「一行見出し」 「一行見出し」
通し番号

第１項 居宅サービス計画の作成 １

第２項 利用者・家族への指定居宅介護支援の提供方法等の理解しやすい説明 ２

第３項 継続的・計画的な指定居宅サービス等の利用のための居宅サービス計画の作成 ３

第４項 介護給付等対象サービス以外のサービスを居宅サービス計画上に位置付ける努力 ４

第５項 利用者による選択のための指定居宅サービス事業者等に関する情報の利用者・家族への
提供 ５

第６項 利用者の解決すべき課題を把握しての居宅サービス計画の作成 ６

第７項 利用者の居宅を訪問し、利用者・家族に面接しての利用者の解決すべき課題の把握 ７

第８項 解決すべき課題に対応するサービスの組み合わせが検討された居宅サービス計画の原案
の作成 ８

第９項 居宅サービス計画の原案の内容について担当者から意見を求めること（サービス担当者
会議担当者に対する照会等） ９

第１０項 居宅サービス計画の原案の内容についての利用者・家族に対しての説明 １０

居宅サービス計画の原案の内容についての文書による利用者への同意 １１

第１１項 作成した居宅サービス計画の利用者及び担当者への交付 １２

第１２項 居宅サービス計画作成後の計画の実施状況の把握 １３

居宅サービス計画作成後の必要に応じた計画の変更 １４

居宅サービス計画作成後の指定居宅サービス事業者等との連絡調整等の実施 １５

第１３項 利用者・家族、指定居宅サービス事業者等へのモニタリングの実施 １６

第１４項 居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から意見を求めること（サービス担
当者会議、担当者に対する照会等） １７

第１５項 居宅サービス計画（変更分）の居宅サービス計画の作成過程への準用 １８

第１６項 必要時における利用者の介護保険施設への紹介その他の便宜の提供 １９

第１７項 介護保険施設等から退院・退所しようとする要介護者等への居宅サービス計画の作成等
の援助 ２０

第１８項 利用者が医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合における利用者の同
意後の主治医への意見を求めること ２１

第１９項 医療サービス（訪問看護、通所リハビリテーション等）に係る主治医等の指示がある場
合に限りの居宅サービス計画への位置付け ２２

指定居宅サービス等（医療サービス以外）に係る主治医の留意点を尊重しての居宅サー
ビス計画への位置付け ２３

第２０項 短期入所生活介護及び短期入所療養介護の利用日数が要介護認定等の有効期間のおおむ
ね半数を超えない居宅サービス計画への位置付け（特に必要と認められる場合を除く） ２４

第２１項 利用者の被保険者証に認定審査会意見又は居宅サービスの種類についての記載がある場
合における利用者へのその趣旨説明 ２５

利用者の理解を得た上での利用者の被保険者証に認定審査会意見又は居宅サービスの種
類についての記載がある内容に沿っての居宅サービス計画の作成 ２６
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図１ 「指定居宅介護支援の具体的取扱方針」における介護支援専門員の業務内容の「ツリー構造」
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籍１７）もいくつかある。表５は、後者をまとめたもので
ある。
「書籍名」の列は、それぞれの書籍の名称である。
「項目名」の列は、「関係の変化」を機能とする「最
小限モデル」以外のケアマネジメントの機能が記述さ
れている箇所の項目の名称である。「内容」の列は、
「最小限モデル」以外のケアマネジメントの機能を示

す具体的な記述である。「機能」の列は、「内容」の記
述から導き出せるケアマネジメントの機能（「個人の
変化」もしくは「社会の変化」）である。表５の一行
目に記載されている内容を例として説明をする。『介
護支援専門員標準テキスト〔第１巻〕』の「Ⅲ編 介
護支援サービス（ケアマネジメント）機能および要介
護認定方法論」の「５ 介護支援専門員の役割・機

表５ 「最小限モデル」以外としてケアマネジメントの機能を捉えている書籍の例

書籍名 項目名 内 容 機 能

『介護支援専門
員標準テキスト
〔第１巻〕』

「Ⅲ編 介護支援サービス（ケアマネ
ジメント）機能および要介護認定方法
論」の「５ 介護支援専門員の役割・
機能」の「� 社会資源の開発」

「要介護者が必要としているサービスが手に
入らない場合、介護支援専門員が行わなけれ
ばならないことは…（中略）…不足するサー
ビスの開発を促すこと１８）」

社会の変化

『介護支援専門
員基本テキスト
〔第１巻〕』

「Ⅳ編 介護支援サービス（ケアマネ
ジメント）機能論＜介護支援分野＞」
の「４ 介護支援専門員の役割・機
能」の「� 社会資源の開発」

「要介護者が必要としているサービスが手に
入らない場合、介護支援専門員が行わなけれ
ばならないことは…（中略）…不足するサー
ビスの開発を促すこと１９）」

社会の変化

『改定介護支援
専門員基本テキ
スト第１巻／介
護保険制度と介
護支援』

「第２編 介護保険と介護支援サービ
ス」の「第２章 介護支援サービスと
介護支援専門員」の「第４節 介護支
援専門員の役割・機能」の「� 社
会資源の開発」

「要介護者が必要としているサービスが手に
入らない場合、介護支援専門員が行わなけれ
ばならないことは…（中略）…不足するサー
ビスの開発を促すこと２０）」

社会の変化

『―２００３年改訂
版―ホームヘル
パー養成研修テ
キスト①級課程
［第３巻］チー
ムケアとチーム
ワーク』

「第３章 チームケアとチームワー
ク」の「第１節 ケアマネジメントの
方法」の「１ ホームヘルパーとケア
マネジメント」の「２ ケアマネジメ
ントの機能」

「ニーズに応えるために新しいサービスや資
源を開発することも、ケアマネジメントの機
能です２１）」

社会の変化

「ケアマネジャーはカウンセリング機能に焦
点をおいた活動をします２２）」

個人の変化

『ケアマネジメ
ント講座 第１
巻ケアマネジメ
ント概論』

「第４部 ケアマネジメントの機能」
の「３ 自己開発機能」の「３－１
ケアマネジメントにおける自己開発機
能の位置づけ」

「社会開発機能とは、社会資源が修正された
り、新たな社会資源が創設されたり、あるい
はケアマネジメントが円滑に利用できる地域
社会システムが創設されたりといった内容で
ある２３）」

社会の変化

「要援護者自身の自己開発していく機能がケ
アマネジメントの一部として展開される…
（中略）…自己開発機能（要援護者自身の自
己開発していく機能／筆者）とは、要援護者
がもっている潜在的な能力等を活用すること
によって、さまざまな問題に対して自らの力
で解決をしていく能力を開発することを意味
している２３）」

個人の変化

『最新介護福祉
全書６巻 ケア
マネジメント』

「第４章 ケアマネジメントの機能」
の「Ⅴ プログラムとネットワークの
開発」の「Ａ プログラム開発者、
ネットワーク開発者としての役割」

「ケアマネジャーの関心は、利用者を援助す
るために活用できるサービス資源や供給シス
テムの開発に向けられる。このレベルにおけ
るケアマネジャーの主要な役割は、利用者の
ために新たにサービス資源をつくりだすプロ
グラム開発者としての役割や、地域における
サービス供給システムを開発するネットワー
ク開発者としての役割である２４）」

社会の変化

梅 谷 進 康
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能」の「� 社会資源の開発」に「要介護者が必要
としているサービスが手に入らない場合、介護支援専
門員が行わなければならないことは…（中略）…不足
するサービスの開発を促すこと」という記述があり、
これは、ケアマネジメントの機能でいうと「社会の変
化」となる。二行目以下についても一行目と同様の見
方である。
以上から法令上、つまり、制度におけるケアマネジ
メントの位置づけと教科書的ないくつかの書籍におけ
るケアマネジメントの位置づけには、相違があること
がわかった。もちろん、橋本が白澤、竹内との座談会
で、「（以上省略）…介護保険下におけるケアマネジメ
ントというのは、本来のケアマネジメントの典型では
ないと思うのです。ですから、私自身は介護保険制度
に関連するものは介護支援専門員という名称を使っ
て、ケアマネジャーという名称は使いません。…（以
下省略）２５）」と述べているように、介護保険下におけ
るケアマネジメントと介護保険以外におけるケアマネ
ジメントは同じでない可能性に留意をする必要があ
る。同様に、介護保険下における介護支援サービス
（橋本の考えにならえば、このように表記するのが適
切かと思われる）を行う者は介護支援専門員であり、
ケアマネジャーではない可能性についても留意をする
必要があろう。これらのことを踏まえて、あらためて
表５をみた場合、『－２００３年改訂版－ホームヘルパー
養成研修テキスト①級課程［第３巻］チームケアと
チームワーク』、『ケアマネジメント講座第１巻ケアマ
ネジメント概論』、『最新介護福祉全書６巻ケアマネジ
メント』においては、ケアマネジメントやケアマネ
ジャーについて述べられており、介護支援サービスや
介護支援専門員の機能や役割についての記述ではない
と解釈することは可能である。しかし、佐賀県社会福
祉協議会介護支援専門員試験事務室がホームページ上
で介護支援専門員実務研修受講試験基本テキストとし
て紹介している２６）ように、介護支援専門員にとって必
要な知識が収録されているといえる『改訂介護支援専
門員基本テキスト』の第１巻やその改訂前の『介護支
援専門員標準テキスト』の第１巻、そして、その前身
である『介護支援専門員基本テキスト』の第１巻のそ
れぞれでは、介護支援専門員が「社会の変化」につい
ての介護支援サービスを行わなければならないことと
されている。このことは、橋本の考えに留意した場合
においても、上記の相違は介護保険制度が導入された
当初から継続的に存在していることを示している。
このことから一つの仮説として、学問的な世界にお
ける介護支援サービス・ケアマネジメントの機能の捉

え方と法令に則った制度の世界における介護支援サー
ビスの機能の捉え方の差異の存在が、介護支援専門員
の業務範囲を不明確化する一因になっていると考える
ことも可能ではないだろうか。
また、仮に今後、介護支援専門員の法令上の業務と
して「個人の変化」「社会の変化」に関することがら
が明文化され、追加される場合には、その業務につい
ての介護報酬のあり方について、検討されなければな
らないであろう。
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